














加 藤 好 雄
楊 賛 賛
神 頭 広 好
1 ) 国土交通省観光庁 ｢共通基準による観光入込客統計｣ の概要説明より引用｡
http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/irikomi.html
2 ) 39 都道府県が導入｡ 以後, 現在 (平成 24 年 9 月) までに計 45 都道府県で
導入されている (大阪府, 福岡県の 2 府県が未導入)｡
3 ) 空間相互作用モデルの展開ついては, 石川 [1988], 杉浦 [2003, 3 章] に
分析を中心に行われた｡ その後, 地理学, 経済学, 社会学, 統計学等の多
くの分野で研究が蓄積され, それらの分野を包括した地域科学の中で
Isard [1956] によりまとめられている｡ そして, 空間相互作用モデルの
進展の契機となったのは Wilson [1967] のエントロピー最大化モデル
(entropy maximizing model) によってである｡ エントロピー最大化モ
デルは, 総流動制約型, 発生制約型, 吸収制約型, 発生・吸収制約型の 4





で表せられる｡ ただし, Tij は発地 i から着地 j への相互作用量, Ai は
∑jTij＝Oi を保障する均衡因子, Oi は発地 i からの総発生量, Wj は j の吸
引性, dij は i－j 間の距離 (抵抗), γは j の吸引性のパラメーター, βは
距離減衰パラメーターである｡







本研究は, 2 節では発生制約型モデルの応用を試み, 3 節では宿泊施設
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よってまとめられている｡
4 ) 都市人口に関する研究には, Zipf [1946], Stewart [1947] がある｡
5 ) 商圏に関する研究には, Reilly [1931] がある｡




都道府県別延べ宿泊者数は, 平成 22 年 『宿泊旅行統計調査6)』 (国土交
通省観光庁) を利用している｡ また地域間距離は, 国土交通省国土地理院
が公表している都道府県庁間の距離7)を利用した｡ 本研究では, 宿泊者の
宿泊目的が ｢観光・レクリエーション｣ である者の割合が 50％以上の宿
泊施設の延べ宿泊者数を ｢観光目的の宿泊者数｣ として分析を行ってい











6 ) 居住者別延べ宿泊者数の年間値は, 四半期データより集計した｡
7 ) 距離計算は, 回転楕円体 (GRS80) における測地線長で算出されている｡
http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/kenchokan.html







で表される｡ ただし, Tij は発地 i から着地 j への宿泊者数, Oi は発地 i か
らの流出総宿泊数, Ai はΣjTij＝Oi を保証する均衡因子, Wj は着地 j の流
入総宿泊数, dij は発地から着地 j との地域間距離, γ, βはそれぞれの変










(3) 式を線型構造への変換をし, 対数中央化変換9) (log centering trans-






























となる｡ したがって, (6) 式に最小二乗法を応用することによって, γ,
βを推計することができる｡ ここでPl, W, dl は, それぞれの発地にお
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9 ) モデルの線型構造への変換と対数中央化変換は, 中西 (1983, pp. 63-165),
神頭 (2009, pp. 63-64) による方法を参考にしている｡




















(6) 式にもとづいてケース (1), ケース (2), ケース (3) を対象にし
た分析結果は表 1 にまとめている｡ また, 都道府県別の比較が行えるよう
に各都道府県を発地としたケース (4) の分析結果を表 2 にまとめた｡
表 1 の推計結果から, ケース (1), ケース (2), ケース (3) の吸引性,
地域間距離の 2 つの変数のパラメーターの有意確率は 1％以下である｡ こ
のためケース (1), ケース (2), ケース (3) の各変数は有意であるとい
える｡ またケース別で比較すると, 決定係数が最も高いのはケース (1)
であり地域範囲の狭いケース (3) よりもモデルの適合度は高かった｡ 次
に各変数のパラメーターを比較すると距離の抵抗の大きさを表しているが
高いのはケース (2) であり, 低いのはケース (3) である｡ このことはケー
ス (3) の地域の居住者の宿泊旅行の距離の抵抗が低いことを示しており,
関東運輸局, 北陸信越運輸局, 中部運輸局, 近畿運輸局の都道府県の交通
条件が良い可能性が高い｡ 一方で東北運輸局, 中国運輸局, 四国運輸局,
九州運輸局の交通条件が悪いおそれがある｡
表 2 の変数のパラメーター別に全国的に比較すると, よりのパラメータ
間の格差が大きく, 地域的特徴を示している｡ 距離の抵抗の大きさを表し
ているは, 東京都 (0.126), 神奈川県 (0.204), 愛知県 (0.262), 大阪府
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表 1 パラメーターの推計結果 (全国)
ケース (1) ケース (2) ケース (3)
標準化係数 VIF 標準化係数 VIF 標準化係数 VIF
γ .717*** 1.005 .563*** 1.003 .707*** 1.000
β .471*** 1.005 .488*** 1.003 .365*** 1.000
N 2116 2026 1036
R2 .686 .587 .639
注) N はサンプル数, R2 は決定係数｡ ***：p＜.01｡
表 2 パラメーターの都道府県別推計結果 (発地)
γ β γ β γ β
1 北海道 .777*** .011 4 新潟 .734*** .552*** 7 鳥取 .659*** .585***
2 青森 .698*** .456*** 4 富山 .751*** .507*** 7 島根 .721*** .702***
2 岩手 .673*** .615*** 4 石川 .871*** .320*** 7 岡山 .756*** .560***
2 宮城 .701*** .473*** 4 長野 .827*** .390*** 7 広島 .791*** .685***
2 秋田 .650*** .549*** 5 福井 .783*** .394*** 7 山口 .754*** .717***
2 山形 .642*** .582*** 5 岐阜 .792*** .457*** 8 徳島 .712*** .538***
2 福島 .702*** .492*** 5 静岡 .869*** .301*** 8 香川 .780*** .544***
3 茨城 .759*** .395*** 5 愛知 .833*** .262** 8 愛媛 .822*** .599***
3 栃木 .761*** .445*** 5 三重 .741*** .449*** 8 高知 .761*** .592***
3 群馬 .782*** .406*** 6 滋賀 .706*** .399*** 9 福岡 .789*** .652***
3 埼玉 .744*** .352*** 6 京都 .709*** .486*** 9 佐賀 .714*** .627***
3 千葉 .842*** .319*** 6 大阪 .741*** .305** 9 長崎 .711*** .702***
3 東京 .920*** .126** 6 兵庫 .686*** .423*** 9 熊本 .729*** .624***
3 神奈川 .879*** .204** 6 奈良 .635*** .486*** 9 大分 .730*** .682***
3 山梨 .787*** .407*** 6 和歌山 .769*** .501*** 9 宮崎 .676*** .607***
9 鹿児島 .742*** .639***
10 沖縄 .771*** .355***
注 1) 数値は標準化係数｡ ***：p＜.01, **：p＜.05, *：p＜.1｡
2) 都道府県の前の番号はそれぞれ, 1＝北海道運輸局, 2＝東北運輸局, 3＝関
東運輸局, 4＝北陸信越運輸局, 5＝中部運輸局, 6＝近畿運輸局, 7＝中国運







説明変数としては, 都道府県の基本データとして ｢人口｣, ｢面積｣ を使
用し, 観光カテゴリー10)として ｢自然｣, ｢歴史・文化｣, ｢温泉・健康｣,
｢スポーツ・レクリエーション｣, ｢都市型観光｣, ｢行祭事・イベント｣ を
使用している｡ また日帰りか宿泊か, 県内か県外かで分類した ｢県内宿泊｣,
｢県内日帰り｣, ｢県外宿泊｣, ｢県外日帰り｣ を使用し, さらに宿泊目的が
観光の宿泊施設の規模を施設の従業者数で分類した ｢観光目的 ((0～9
人11))｣, ｢観光目的 (10～29 人)｣, ｢観光目的 (30～99 人)｣, ｢観光目的
(100 人以上)｣ を使用している｡
利用しているデータは, 都道府県の ｢人口｣ は 『平成 22 年国勢調査』
(総務省統計局) を使用し, ｢面積｣ は 『平成 22 年全国都道府県市区町村
別面積調』 (国土交通省国土地理院) を利用している｡ また, 観光カテゴ
リー別の ｢自然｣, ｢歴史・文化｣, ｢温泉・健康｣, ｢スポーツ・レクリエー
ション｣, ｢都市型観光｣, ｢行祭事・イベント｣ と ｢県内宿泊｣, ｢県内日帰
り｣, ｢県外宿泊｣, ｢県外日帰り｣ は ｢平成 22 年度共通基準による観光入
込客統計12)｣ (国土交通省観光局) 利用し, ｢観光目的 ((0～9 人)｣, ｢観光
空間相互作用モデルの応用に関する研究
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10) ｢スポーツ・レクリエーション｣ にはテーマパーク等が, ｢都市型観光｣ には
非日常的な商業施設への買物等が含まれている｡
11) ( ) 内は宿泊施設の従業者数｡
12) 集計されているのは 32 都道府県である｡
目的 (10～29 人)｣, ｢観光目的 (30～99 人)｣, ｢観光目的 (100 人以上)｣
は平成 22 年 『宿泊旅行統計調査13)』 (国土交通省観光庁) を利用している｡
ただし 『宿泊旅行統計調査』 では, 観光目的の宿泊者が 50％以上の宿泊
施設 (従業者 100 人以上) の宿泊者をすべて観光目的の宿泊者としている｡
主成分分析の分析結果は表 1 にまとめている｡ 分析によって寄与率の高
い主成分が 2 つ出力された｡ 第 1 主成分の寄与率が 51.3％である｡ 第 1
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13) 平成 22 年 4 月から観光入込客統計に関する共通基準が導入されたために,















観光目的 (0～9 人) .500 .584
観光目的 (10～29 人) .657 .647
観光目的 (30～99 人) .591 .740
観光目的 (100 人以上) .757 .062
寄与率 (％) 51.3 25.4
累積寄与率 (％) 51.3 76.7
注 1) 負荷量の絶対値が 0.5 以上を太文字としている｡
2) また, ( ) 内の数字は宿泊施設の従業者数である｡
主成分は ｢人口｣, ｢歴史・文化｣, ｢都市型観光｣, ｢イベント・行祭事｣,
｢県内日帰り｣, ｢県外日帰り｣ がプラスに作用する 『都市型』 の成分であ
る｡ 次に寄与率が 25.4％の第 2 主成分は, ｢自然｣ や ｢面積｣, ｢温泉｣,
｢県内宿泊｣, ｢県外宿泊｣, がマイナスに作用する 『自然型』 の主成分であ
る｡
表 3 の分析結果から本研究で使用している従業者数 100 人以上の宿泊施
設の特性は, 第 1 主成分 『都市型』 の負荷量が高く, 第 2 主成分 『自然型』
の負荷量は非常に低いために 『都市型』 の観光地を対象にしていることが
明らかにされた｡ このことは従業者数 100 人未満の各宿泊施設が 『都市型』



























































































































資料) 国土交通省観光庁の平成 22 年 『宿泊旅行統計調査』 より作成｡
注 1 ) 従業者数 100 人以上の宿泊施設の延べ宿泊者数を対象にしている｡




いる千葉県である｡ 次に北海道, 東京都, 沖縄県, 京都府である｡ これら
の地域にも魅力的な観光資源が立地し, 延べ宿泊者数の多さが各都道府県
の観光の魅力を現している｡ 一方で宿泊者の居住地は, 東京都が最も多く,
次に大阪府, 神奈川県, 愛知県であり, これらの地域は人口が多い大都市
を有する都道府県である｡ また国外から宿泊旅行者も多いことがみてとれ
る｡
表 1 の分析結果では, ケース (1) の全国を対象とした決定係数が最も




図 2, 図 3 は, それぞれ都道府県別の JR (定期外) 旅客輸送量と都道
府県別の航空旅客輸送量を示している｡ JR (定期外) 旅客輸送量で多い
都道府県は新幹線の通過地域, 人口の多い主要大都市を有する都道府県や
関東の地域である｡ 一方で航空旅客輸送量は, 主要大都市を有する都道府
県を除けば九州南部, 四国, 北陸, 東北北部の地域で多い｡ このことから




表 2 の分析結果でケース (3) の地域間距離のパラメーターが最も低かっ
たのは交通網が整備されており, 長距離への移動手段が比較的容易に利用
できる環境にあることが考えられる｡ そしてケース (2) で地域間距離の
パラメーターが高くなったのは, ケース (3) 以外の地域である九州, 四
国, 東北地域の交通網の利用度の低さが要因として考えられる｡ しかしケー
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図 2 都道府県別の JR (定期外) 旅客輸送量
図 3 都道府県別の国内航空旅客輸送量
資料) 国土交通省平成 22 年度 『貨物・旅客地域流動調査』 より作成｡
資料) 国土交通省の平成 22 年度 『貨物・旅客地域流動調査』 より作成｡
ス (2) に北海道や沖縄県を含めたケース (1) では, 地域間距離のパラメー




















③ 各地域を対象にしたケース (1), ケース (2), ケース (3) の推計
結果では各変数の有意水準は 1％未満であり, ケース (4) の各都
道府県を発地とした推計結果においても北海道の地域間距離を除け
ば各変数の有意水準は 5％未満である｡ このことから発生制約型モ











第 2 に, 交通手段によって距離減衰パラメーターは変化するために交通
手段別に分類することで宿泊旅行行動の違いを比較することが求められる｡
第 3 に, 観光を目的とする宿泊旅行の宿泊者数は千葉県, 北海道, 東京
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